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◆民間主要企業春季賃上げ妥結状況～平成16年～　　8月26日（厚生労働省） 

 ・妥結額は5,348円、賃上げ率は1.67％と額、率ともに前年を上回った。 

◆労働力調査詳細結果～4―6月平均速報～　　8月27日（総務省） 

　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、31.2％と前年同月比1.1ポイントの上昇。 

　・完全失業者を失業期間別にみると、「3か月未満」が121万人と最も多く、「１年以上」の105万人が続く。「1年以上」

は、前年同期比22万人減と大きく減少した。 

◆技術革新と労働に関する実態調査～平成15年～　　8月30日（厚生労働省） 

　・コンピュータ機器を使用している労働者のうち34.8％が、コンピュータ機器を使用することに対して精神的な疲労や

ストレスを感じている。 

◆労働経済動向調査～平成16年8月～　　9月1日（厚生労働省）  

　・常用労働者過不足判断D.I.(「不足」－「過剰」）は調査産業計で8ポイントと、前期（6ポイント）に比べ不足超過幅が

やや拡大。  

　・雇用調整実施事業所割合（4～6月期実績）は調査産業計で15％と、前期（17％）に比べやや低下。  

◆国民経済計算～4－6月期・2次速報～　　9月10日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）の成長率は、前期比0.3％（年率1.3％）。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.0％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0.3％。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

8月10日～9月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

学校基本調査速報　～平成１６年～　　8月10日（文部科学省） 

～大学（学部）卒業後の状況の変化～ 
　2004年（平成16年）の学校基本調査（速報）によると、大学（学部）卒業者のうち、大学院等（大学院研究科、
大学学部への再入学、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科）への進学率は11.8％で、過去最高となった。
男女別にみても、男性14.7％、女性7.6％といずれも過去最高となっている。 
　また、低下を続けていた就職率は、前年比0.7ポイント上昇と4年ぶりに増加し、55.8％となった。男女別にみても、
男性53.1％（同0.5ポイント上昇）、女性59.7％（同0.9ポイント上昇）と共に改善している。 
　一方、進学も就職もしていない者の比率は22.3％と、前年比0.2ポイントとわずかながら低下し、4年ぶりの低下と
なった。 
　就職率、進学率が共に上昇する中、無業者の割合が低下して
おり、景気の回復にあわせて、大学卒業後の状況にも改善の兆
しが見られる。 
　ただ、一時的な仕事に就いた者の割合を見ると、昨年とほぼ
変わらず4.5％となっている。フリーターなど、必ずしも正社員
としての就業にこだわらない若者の姿も定着しつつあるようだ。 
※ ｢進学も就職もしていない者」とは、家事の手伝いなどで、「就職」でも
「大学院等への進学者」や「専修学校・外国の学校等入学者」等でもな
いことが明らかな者。なお、以前の数値と比較するため、平成16年から
新たに加わった「専修学校・外国の学校等入学者」は、「進学も就職も
していない者」に含めた。 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については、雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 
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SOHO今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　SOHOに正式な定義はないようですが、（財）日本SOHO協会は、「IT（情報通信技術）を活用して事業活
動を行っている従業員10名以下程度の規模の事業者」としています。また、郵政省（当時）「通信白書」（平
成12年版）では、「企業に属さない個人企業家や自営業主などが情報通信ネットワークや情報通信機器を
活用し、自宅や小規模な事業所で仕事をする独立自営型のワークスタイル」としています。SOHO（Small 
Office Home Office）を文字通り訳すと、小規模事業全般を指すようにも、とれますが、実際には、これら
の例のようにITを利用するものに限定するのが普通のようです。SOHOの業務としては、単純作業もあり
ますが、次の図表に示す、高度な知的労働も含まれるとしています（図表１）。 
　SOHO事業者数については、在宅ワーカーを約29万人と推計とする試算があります（日本労働研究機構
（当時）「在宅ワーカーの労働者性と事業者性」（平成15年調査研究報告書 №159））。また、総務省統計局「平
成13年事業所・企業統計調査」でみると、37万7,000人と推計されます（図表２参照）。 
　小規模事業所が調査対象に含まれる調査としては、総務省統計局では、上記調査の他として、サービス
業基本調査、個人企業経済調査等がありますが、他の公的統計の例としては、以下が挙げられます。 
　経済産業省「工業統計表」「商業統計表」 
　工業統計表（工業統計調査）は毎年実施されており、西暦末尾０、３、５、８年については全数調査、
それ以外の年は従業員４人以上の事業所などを調査しています。 
　商業統計表（商業統計調査）は、日本標準産業分類「卸売・小売業」に属するすべての事業所を対象と
しています。調査は、公営、民営の事業所を対象として、５年ごとに実施されており、その中間年（調査
の２年後）に、民営の事業所を対象として、簡易な調査が実施されております。 
　厚生労働省「毎月勤労統計調査特別調査」 
　毎月勤労統計調査特別調査は、毎年実施されており、１～４人常用雇用規模事業所を対象としています。
毎月勤労統計調査は、５人以上を調査対象としており、補完するするものとなっています。また、企業規
模１～４人についても集計されており、同省「賃金構造基本統計調査」は５人以上を調査対象としており、
接続させることが可能となっております。 
　財務省「法人企業統計年報」 
　法人企業統計年報は、毎年実施されており、金融・保険業を除くすべての営利法人を調査対象としてい
ます（ただし、個人企業を含んでおりません）。 
 
　なお、小規模事業者に関する統計の場合、平均値のみを見て、そこから全体像を探ることについては、 
　①大企業と異なり、企業によってばらつきが大きいため、平均値は中小企業の標準的な姿を代表してい

ない可能性がある、 
　②統計数値の分布が平均を中心とした左右対称でなく、左に歪んでいる可能性がある 
　ことのため、幅を持って、見る必要があります。 

（印刷・出版系） 
　ライター・執筆 
　編集、構成、DTP 
　イラストレーター 
　フォトグラファー 
 
（ウェブデザイン系） 
　ウェブサイト企画・制作・運営 
　CG、デジタルコンテンツ制作 
 
（教育系） 
　パソコンインストラクター 
　オンライン学習支援 

（データ入力系） 
　テープリライト 
　地図データ入力等 
　データ入力・処理 
 
 
（システム開発系） 
　サーバー導入・運営 
　システム開発、プログラミング 
 
（コンサルタント系） 
　会計士、税理士、弁護士等 
　経営コンサルタント、調査 
　経理・事務処理受託 

（デザイン・設計系） 
　グラフィックデザイン 
　インダストリアルデザイン 
　建築設計、機械設計 
　CADオペレーター 
 
（販売・マーケティング系） 
　ネット通信販売・卸売業 
　市場調査、モニター、商品企画 
　営業、イベント企画 
 
（その他専門サービス） 
　翻訳 

新産業小分類 

計 

金融・保険業 
映画・ビデオ 
制作業 
情報サービス・ 
調査業 

専門サービス業 
その他の 
事業サービス業 

有給役員 個人業主 計 

146,898 

26,881 

2,391 

13,832 

81,818 

21,976

230,174 

17,450 

381 

1,104 

199,538 

11,701

377,072 

44,331 

2,772 

14,936 

281,356 

33,677

図表1 SOHOの職種 図表2 平成13年事務所・企業 
統計調査によるSOHO

資料出所：商工金融　平成16年1月「SOHOの創業支援と地域の経済再生」鹿住倫世 

（注1）常用雇用者規模0～4人に限る 
（注2）国民生活金融公庫調査季報第55号 
　　　「急増するマイクロビジネスの現状と課題」 
　　　　長坂俊成　を参考に筆者推計 


